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(57)【要約】
【課題】小型で、光波長帯域での照明が可能な照明装置
、この照明装置を備えた光学装置を提供する。
【解決手段】光学装置である顕微鏡１００に用いる照明
部（照明装置）１０を、少なくとも２以上の、波長の異
なる照明光を放射する光源２３，２４を一組として、当
該組を２以上有する光源部２０と、この光源部２０から
の照明光を集光して物体の表面に照射する光学部材（レ
ンズ３３，３４）を有する偏向部３０と、を有して構成
する。このとき、光源部２０の光源２３，２４及び偏向
部３０のレンズ３３，３４は、顕微鏡１００の結像部４
０を囲むように、円周方向に略等間隔で配置される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも２以上の、波長の異なる照明光を放射する光源を一組として、当該組を２以
上有する光源部と、
　前記光源毎に設けられ、前記照明光を集光して物体面上の略同一領域に照射する光学部
材を有する偏向部と、を有し、
　前記光源のうち、前記波長のいずれかと同一の波長の照明光を放射する前記光源を点灯
し、残りの前記光源を消灯して前記物体面を照明する照明装置。
【請求項２】
　前記偏向部は、前記物体面上の前記照明光の照明視野の大きさを変化させるように構成
された請求項１に記載の照明装置。
【請求項３】
　前記偏向部は、焦点距離の異なる２以上の前記光学部材の組を前記光源の組毎に有し、
点灯されている前記光源に前記２以上の光学部材のいずれかを対向させることにより、前
記照明視野の大きさを変化させる請求項２に記載の照明装置。
【請求項４】
　前記偏向部は、前記光源との距離が異なる２以上の前記光学部材の組を前記光源の組毎
に有し、点灯されている前記光源に前記２以上の光学部材のいずれかを対向させることに
より、前記照明視野の大きさを変化させる請求項２に記載の照明装置。
【請求項５】
　前記光源部及び前記偏向部の少なくとも一方を、相対的に移動させて、点灯されている
前記光源に前記光学部材を対向させるように構成された請求項３または４に記載の照明装
置。
【請求項６】
　前記光源及び前記光学部材の少なくとも一方を移動させて、前記光源と前記光学部材と
の距離を変化させることにより、前記照明視野の大きさを変化させる請求項２に記載の照
明装置。
【請求項７】
　前記光源部及び前記偏向部の各々は、前記物体面から出射する光を結像する結像光学系
を囲む円周上に、略同一間隔で配置された請求項１～６いずれか一項に記載の照明装置。
【請求項８】
　前記光源はＬＥＤ、若しくは、一次光源からの光を導いて放射する光ファイバーである
請求項１～７いずれか一項に記載の照明装置。
【請求項９】
　前記光学部材は、レンズ、ミラー、プリズム、拡散板、回折光学素子のいずれか、又は
これらを組み合わせて構成される請求項１～８いずれか一項に記載の照明装置。
【請求項１０】
　請求項１～９いずれか一項に記載の照明装置と、
　物体面からの光を集光して結像させる結像光学系と、を有する光学装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、照明装置及びこの照明装置を備えた光学装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、顕微鏡等の光学装置を用いて金属表面や電気回路等の不透明標本の観察等を行う
場合に、標本の表面全体に照明光を均一に照明するための照明装置が提案されている（例
えば、特許文献１参照）。また、実体顕微鏡で標本観察をする場合、小さい標本は実体顕
微鏡の載物台上での観察や画像取得が可能であるが、重量のある物体や大きい物体は、載
物台に載置して観察等することができなかった。そのため、結像光学系部分を顕微鏡本体
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と分離可能に構成し、結像光学系を標本近傍にセットして本体側で画像を取得する光学装
置が開発されている。このように分離可能とした結像光学系として、例えば変倍光学系が
用いられる。また、通常の標本観察においては、照明光として波長４００ｎｍ～７００ｎ
ｍの可視光が使用される。この照明光として近赤外線（波長７００ｎｍ～１，１００ｎｍ
）を使用し、高感度の近赤外線用ＣＣＤカメラと組み合わせて、シリコンウエハの欠陥検
出、チップ内部のメタル配線やボンディング観察を行っている。このように、半導体部品
の欠陥検出用として近赤外線の照明が必要となっている。また、光学的分解能は波長に比
例するため、光学装置のサイズ維持と光学的分解能向上の両立には使用波長を短くするの
が有効であり、４００ｎｍ以下の短波長で、硝子材料の透過率が低下することを考慮する
と、４００ｎｍ～４５０ｎｍの狭帯域の短波長使用が光学的分解能の向上に寄与する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００２－３２８０９４号広報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　このように使用波長の選択により、半導体の欠陥検査への応用や解像力の向上が達成さ
れる。そのため、使用目的に応じて波長を変化させ、広波長帯域で照明することができ、
しかも小型で持ち運び等が容易な照明装置が求められている。
【０００５】
　本発明はこのような課題に鑑みてなされたものであり、小型で、広波長帯域での照明が
可能な照明装置及びこの照明装置を備えた光学装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するため、本発明に係る照明装置は、少なくとも２以上の、波長の異な
る照明光を放射する光源を一組として、当該組を２以上有する光源部と、光源毎に設けら
れ、照明光を集光して物体面上の略同一領域に照射する光学部材を有する偏向部と、を有
し、光源のうち、前記波長のいずれかと同一の波長の照明光を放射する光源を点灯し、残
りの光源を消灯して物体面を照明する。
【０００７】
　このような照明装置において、偏向部は、物体面上の照明光の照明視野の大きさを変化
させるように構成することが好ましい。
【０００８】
　また、このような照明装置において、偏向部は、焦点距離の異なる２以上の光学部材の
組を光源の組毎に有し、点灯されている光源に２以上の光学部材のいずれかを対向させる
ことにより、照明視野の大きさを変化させることが好ましい。
【０００９】
　あるいは、偏向部は、光源との距離が異なる２以上の光学部材の組を光源の組毎に有し
、点灯されている光源に２以上の光学部材のいずれかを対向させることにより、照明視野
の大きさを変化させることが好ましい。
【００１０】
　このとき、光源部及び偏向部の少なくとも一方を、相対的に移動させて、点灯されてい
る光源に光学部材を対向させるように構成することが好ましい。
【００１１】
　あるいは、このような照明装置は、光源及び光学部材の少なくとも一方を移動させて、
光源と光学部材との距離を変化させることにより、照明視野の大きさを変化させることが
好ましい。
【００１２】
　また、このような照明装置において、光源部及び偏向部の各々は、物体面から出射する
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光を結像する結像光学系を囲む円周上に、略同一間隔で配置されることが好ましい。
【００１３】
　また、このような照明装置において、光源はＬＥＤ、若しくは、一次光源からの光を導
いて放射する光ファイバーであることが好ましい。
【００１４】
　また、このような照明装置において、光学部材は、レンズ、ミラー、プリズム、拡散板
回折光学素子のいずれか、又はこれらを組み合わせて構成されることが好ましい。
【００１５】
　また、本発明に係る光学装置は、上述の照明装置のいずれかと、物体面からの光を集光
して結像させる結像光学系と、を有する。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明に係る照明装置を以上のように構成すると、使用目的に応じて波長を変化させ、
広波長帯域での照明が可能で、しかも小型な照明装置を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】第１の実施形態に係る光学装置の構成を示す説明図であって、（ａ）は近赤外線
用光源を点灯させて近赤外線を物体面に照射した状態を示す断面図であり、（ｂ）は（ａ
）を光軸を中心に円周方向に４５°回転させた位置での断面図であって、可視光用光源を
点灯させて可視光を物体面に照射した状態を示す断面図である。
【図２】第１の実施形態に係る光学装置の照明部と結像部とを、物体面側から見た状態を
示す説明図であって、（ａ）は偏向部と結像部とを示し、（ｂ）は光源部と結像部とを示
す。
【図３】第２の実施形態に係る光学装置の構成と照明視野とを示す説明図であって、（ａ
）は狭視野用レンズに切り替えて近赤外線を照射した場合の光学装置の構成と照射視野と
を示す断面図であり、（ｂ）は広視野用レンズに切り替えて近赤外線を照射した場合の光
学装置の構成と照射視野とを示す断面図である。
【図４】第２の実施形態に係る光学装置の照明部と結像部とを、物体面側から見た状態を
示す説明図であって、（ａ）は偏向部と結像部とを示し、（ｂ）は光源部と結像部とを示
す。
【図５】第３の実施形態に係る光学装置の構成と照明視野とを示す説明図であって、（ａ
）は狭視野用レンズに切り替えて近赤外線を照射した場合の光学装置の構成と照射視野と
を示す断面図であり、（ｂ）は中視野用レンズに切り替えて近赤外線を照射した場合の光
学装置の構成と照射視野とを示す断面図であり、（ｃ）は広視野用レンズに切り替えて近
赤外線を照射した場合の光学装置の構成と照射視野とを示す断面図である。
【図６】第３の実施形態に係る光学装置の照明部と結像部とを、物体面側から見た状態を
示す説明図であって、（ａ）は偏向部と結像部とを示し、（ｂ）は光源部と結像部とを示
す。
【図７】第４の実施形態に係る照明装置を備えた光学装置の構成と照明視野とを示す説明
図であって、（ａ）は近赤外線用光源とレンズとの距離を長くして狭視野用の照明視野に
して近赤外線を照射した場合の断面図であり、（ｂ）は近赤外線用光源とレンズとの距離
を短くして広視野用の照明視野にして近赤外線を照射した場合の断面図である。
【図８】第４の実施形態に係る光学装置の照明部と結像部とを、物体面側から見た状態を
示す説明図であって、（ａ）は偏向部と結像部とを示し、（ｂ）は光源部と結像部とを示
す。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
（第１の実施形態）
　以下、本発明の好ましい実施形態について図面を参照して説明する。まず、図１及び図
２を用いて、第１の実施形態に係る照明装置を備えた光学装置である顕微鏡の構成につい
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て説明する。図１（ａ）に示すように、第１の実施形態に係る顕微鏡１００は、波長の異
なる照明光を標本等の表面（以下、「物体面Ｏ」と呼ぶ）に照射するための照明部１０（
照明装置）と、物体面Ｏからの観察光を集光して像面Ｉに結像させる結像光学系４０ａを
有する結像部４０と、を有して構成される。また、照明部１０は、波長の異なる２種類の
照明光を放射する光源部２０と、この光源部２０からの照明光を集光して物体面Ｏ上の略
同一領域に照射する偏向部３０とから構成される。
【００１９】
　光源部２０は、図２（ｂ）に示すように、結像部４０の光軸方向から見たときに、結像
部４０の外周を取り囲むように配置され、この結像部４０を挿通する挿通孔２１が中央に
形成された円筒状の基部２２と、この基部２２に、近赤外線を放射する近赤外線用光源２
３及び可視光を放射する可視光用光源２４からなる一組の光源を、円周方向に略等間隔で
４組配置して構成されている。この構成により、基部２２には４つの近赤外線用光源２３
と４つの可視光用光源２４とが略等間隔で交互に配置される。この近赤外線用光源２３及
び可視光用光源２４として、本実施形態ではＬＥＤ光源を用いている。なお、ＬＥＤ光源
に限定されることはなく、１次光源からの光を導く２次光源としての光ファイバを用いて
もよい。
【００２０】
　また、偏向部３０は、図２（ａ）に示すように、光源部２０に対して光軸方向において
物体面Ｏ側に隣接して配置され、結像部４０を挿通する挿通孔３１が中央に形成された円
筒状の本体３２内に、光学部材として、近赤外線用光源２３からの照明光を集光する近赤
外線用レンズ３３と、可視光用光源２４からの照明光を集光する可視光用レンズ３４とか
らなる一組のレンズを、円周方向に略等間隔で４組設けて構成している。この構成により
、４つの近赤外線用光源２３の各々に対向して４つの近赤外線用レンズ３３が配置され、
４つの可視光用光源２４の各々に対向して４つの可視光用レンズ３４が配置される。した
がって、近赤外線用光源２３または可視光用光源２４を点灯することで、近赤外線用レン
ズ３３または可視光用レンズ３４により集光されて、近赤外線または可視光が物体面Ｏに
照射される。すなわち、このような構成の照明部１０（光源部２０及び偏向部３０）では
、近赤外線用光源２３及び可視光用光源２４の何れかを点灯させることにより、結像部４
０の外側であって、この結像光学系４０ａの光軸を囲むように円周方向に略等間隔で配置
された４つの近赤外線用光源２３または４つの可視光用光源２４から近赤外線用レンズ３
３または可視光用レンズ３４を介して、近赤外線または可視光を物体面Ｏに照射すること
ができる。そのため、照明光の方向性をなくして、物体面Ｏに対する均一な照明が可能と
なる。
【００２１】
　なお、この第１の実施形態では、近赤外線用レンズ３３及び可視光用レンズ３４として
、同一形状及び同一材料で形成された正レンズを使用しているが、波長によってレンズの
透過率等が変化することを考慮して、各波長に好適な曲率半径や材料で形成された、異な
るレンズを使用してもよい。
【００２２】
　また、結像部４０の結像光学系４０ａは、物体面Ｏ側から順に、物体面Ｏから反射され
た観察光を集光するための対物レンズ４１と、変倍レンズ４２と、像面Ｉに結像するため
の結像レンズ４３とから構成される。この結像光学系４０ａの像面ＩにＣＣＤ等の撮像素
子を配置することにより、物体面Ｏのデジタル画像を取得することができる。
【００２３】
　この第１の実施形態に係る顕微鏡１００を用い、使用目的に応じて近赤外線または可視
光に切り替えて標本を観察する場合について説明する。まず、半導体部品の欠陥検出など
の目的で標本観察を行う場合には、使用する照明光として近赤外線が好適である。この場
合、図１（ａ）に示すように、近赤外線用光源２３を点灯させ、結像部４０の外側の４方
向から、近赤外線を放射させる。この近赤外線は近赤外線用レンズ３３により集光されて
物体面Ｏ上の結像光学系４０ａの光軸を含む所定の領域に照射される。そのため、物体面
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Ｏには半導体部品の観察に好適な近赤外線が、均一に照射されることとなり、結像光学系
４０ａにより像面Ｉに結像する際に、優れた結像性能を得ることができる。
【００２４】
　一方、通常の標本観察を行う場合には、使用する照明光として可視光が好適である。こ
の場合、図１（ｂ）に示すように、可視光用光源２４を点灯させ、結像部４０の外側の４
方向から、可視光を放射させる。この可視光は可視光用レンズ３４により集光されて物体
面Ｏ上の結像光学系４０ａの光軸を含む所定の領域に照射される。そのため、物体面Ｏに
は通常の標本観察に好適な可視光が、均一に照射されることとなり、結像光学系４０ａに
より像面Ｉに結像する際に、優れた結像性能を得ることができる。
【００２５】
　以上のように、第１の実施形態に係る顕微鏡１００では、使用目的に対応して波長を切
り替えることができ、最適な波長を用いて結像性能に優れた標本観察が可能となる。また
、照明部１０を簡易な構成とすることができ、照明部１０の小型化が可能となるとともに
、この照明部１０を備えた顕微鏡１００の小型化も図ることができる。また、波長の切り
替えを光源２３，２４の点灯及び消灯を行うことにより電気的に行っているため、振動防
止効果をも得ることができる。
【００２６】
　また、第１の実施形態では、光学部材として、正レンズからなる近赤外線用レンズ３３
及び可視光用レンズ３４を用いているが、この正レンズは、両凸レンズや正メニスカスレ
ンズ等の単レンズでもよいし、複数のレンズを組み合わせて全体として正となるように構
成してもよい。また、球面レンズを用いてもよいし、非球面レンズを用いてもよい。なお
、光学部材はレンズに限定されることはなく、回折光学素子、凹面鏡等のミラー、プリズ
ム、拡散板などを用いたり、これらを組み合わせて用いてもよい。
【００２７】
　また、第１の実施形態では、光源として近赤外線用光源２３と可視光用光源２４とを用
い、近赤外線と可視光とを切り替えて標本観察をおこなっているが、他の異なる実施形態
として、近赤外線用光源２３に代えて、短波長の照明光を放射する短波長用光源を用いて
もよい。この構成により、短波長光と可視光とを切り替えて標本観察を行うことができる
。また、この場合も、偏向部３０において、短波長用光源に対応する位置に、この短波長
に好適な短波長用レンズ等を配置してもよい。また、光源として近赤外線用光源と短波長
用光源を用いてもよい。または、近赤外線用光源、可視光用光源、及び、短波長用光源の
３種類の異なる波長の光源を用いてもよいし、４種類以上の異なる波長の光源を用いても
よい。この場合も、例えば、複数種類の光源を、基部２１の円周方向に等間隔で交互に配
置し、これらの光源を切り替えることで、所望の波長での標本観察が可能となる。
【００２８】
　さらに、この第１の実施形態においては、光源部２０に４組の光源２３，２４を設けた
場合について説明したが、略等間隔に２組以上の光源を有していれば、物体面Ｏ上を均一
に照明することができる。また、光源２３，２４の一部を点灯し、残りの一部を消灯する
ことにより、偏射照明を行うことも可能である。なお、以上に記載の内容は、以降の実施
形態でも光学性能を損なわない範囲で適宜採用可能である。
【００２９】
（第２の実施形態）
　ところで、結像部４０の結像光学系４０ａが変倍光学系を含む場合、標本の低倍率での
全体観察及び高倍率での拡大観察を行うことができるが、このとき、標本の観察視野が観
察倍率の変化に伴って変化する。したがって、効率的な照明を行うためには、倍率に対応
して照明光の照明視野を観察視野に一致するよう変化させる必要がある。ここで、金属表
面や電気回路等の不透明標本の観察に一般的に用いられる同軸落射照明や斜光照明で照明
視野を変化させる場合を想定する。同軸落射照明では、結像レンズを照明レンズとして利
用することで、照明視野を変化させることができるが照明光が透過するレンズ面が多いた
め、このレンズ面で発生するフレアが画質を低下させたり、落射用の半透過鏡部ユニット
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の挿入により全長が長くなるため、小型化には限界がある。一方、斜光照明では、結像レ
ンズの外側から照明するため、照明光が結像レンズを透過せず、照明光によるフレアがな
い利点を有するが、照明レンズの配置位置やスペースの制限があり、照明視野の厳密な制
御は難しい。
【００３０】
　そこで、以降の実施例においては、偏向部に、結像部４０の倍率に応じて照明視野を変
化させる機能を持たせた場合について説明する。
【００３１】
　まず、図３及び図４を用いて、第２の実施形態に係る照明装置を備えた顕微鏡の構成に
ついて説明する。図３（ａ）に示すように、この第２の実施形態に係る顕微鏡２００の基
本構成は、照明視野の調整を行えるよう偏向部２３０を構成したこと以外は、第１の実施
形態と同様の構成を有しており、波長の異なる照明光を標本等の物体面Ｏに照射するため
の照明部２１０と、物体面Ｏからの観察光を集光して像面Ｉに結像させる結像光学系４０
ａを有する結像部４０とから構成される。ここで、照明部２１０は、波長の異なる２種類
の照明光を放射する光源部２０と、この光源部２０からの照明光の照明視野を結像部４０
の倍率変化に対応して変化させて物体面Ｏに照射する偏向部２３０とから構成される。結
像部４０の結像光学系４０ａは、物体面Ｏ側から順に、観察光を集光する対物レンズ４１
と、変倍レンズ４２と、像面Ｉに結像する結像レンズ４３とから構成される。なお、第１
の実施形態と同一の部材には、第１の実施形態と同一の符号を付している。
【００３２】
　この第２の実施形態において、光源部２０は、図４（ｂ）に示すように、結像部４０を
挿通する挿通孔２１が中央に形成された円筒状の基部２２に、近赤外線用光源２３及び可
視光用光源２４の組を円周方向に略等間隔で交互に４組配置して構成されている。この光
源部２０の構成は第１の実施形態と同様であるため詳細な説明は省略する。
【００３３】
　また、偏向部２３０は、図３（ａ）に示すように、光源部２０に対して光軸方向におい
て物体面Ｏ側に隣接して配置され、結像部４０を挿通する挿通孔２３１が中央に形成され
た円筒状の本体２３２内に、光学部材として、狭視野用（高倍用）レンズ２３３及び広視
野用（低倍用）レンズ２３５からなる一組のレンズを、円周方向に略等間隔で４組設けて
いる。また、狭視野用レンズ２３３として、焦点距離の短い正レンズを使用し、広視野用
レンズ２３５として、焦点距離の長い正レンズを用いている。また、この偏向部２３０は
、手動またはアクチュエータ等の手段により結像光学系４０ａの光軸を回転軸として円周
方向に回転可能に構成されている。この偏向部２３０の回転によって、４つの狭視野用レ
ンズ２３３または広視野用レンズ２３５を、４つの近赤外線用光源２３または４つの可視
光用光源２４に対向するように配置することができ、近赤外線を使用した観察においても
、可視光を使用した観察においても、結像部４０の変倍時の観察視野に対応して近赤外線
または可視光の照明視野を切り替えることができる。
【００３４】
　図３を用いて、この第２の実施形態に係る顕微鏡２００において、変倍時の観察視野に
対応して近赤外線または可視光の照明視野を変化させて標本を観察する場合について説明
する。
【００３５】
　まず、近赤外線を用いて半導体部品等の標本の拡大観察を行う場合、すなわち、観察視
野が狭い場合（以下、「狭視野」と呼ぶことがある）について説明する。この場合、結像
部４０の倍率を高倍側にしたときに、偏向部２３０を回転させて、図３（ａ）に示すよう
に、近赤外線用光源２３に対向する位置に狭視野用レンズ２３３を配置し、この近赤外線
用光源２３を点灯する（可視光用光源２４は消灯する）。近赤外線用光源２３からの照明
光（近赤外線）は、狭視野用レンズ２３３により集光されて、物体面Ｏ上の、結像光学系
４０ａの光軸を含む範囲に照射されるが、この狭視野用レンズ２３３は、焦点距離の短い
正レンズが使用されているため、物体面Ｏ上の比較的狭い範囲が照明される。一方、標本
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の全体観察を行う場合、すなわち、観察視野が広い場合（以下、「広視野」と呼ぶことが
ある）には、結像部４０の倍率を低倍側にしたときに、偏向部２３０を回転させて、図３
（ｂ）に示すように、近赤外線用光源２３に対向する位置に広視野用レンズ２３５を配置
する。このときも、近赤外線用光源２３からの照明光は、広視野用レンズ２３５に集光さ
れて、物体面Ｏ上の、結像部４０の光軸を含む範囲に照射されるが、この広視野用レンズ
２３５は、焦点距離の長い正レンズが使用されているため、物体面Ｏ上の比較的広い範囲
が照明される。
【００３６】
　このように、結像部４０の倍率に応じて、その観察視野の広狭に対応させて照明視野の
広狭を変化させることができるため、観察に利用されない照明光を少なくして（光量ロス
を少なくして）明るい観察像を得ることができる。また、上述のように、物体面Ｏに対し
ては、光軸を中心とする４つの方向から照明されるため、この物体面Ｏに対して照明光を
均一に照射することができる。なお、近赤外線による観察と同様に、可視光を用いて拡大
観察または全体観察を行う場合は、偏向部２３０の回転により、可視光用光源２４に対向
する位置に、狭視野用レンズ２３３または広視野用レンズ２３５を配置し、可視光用光源
２４を点灯する（近赤外線用光源２３を消灯する）ことで、可視光による観察が可能とな
る。
【００３７】
　以上のように、第２の実施形態に係る顕微鏡２００では、使用目的に応じて近赤外線及
び可視光での標本観察が可能であるだけでなく、倍率変化に対応して偏向部２３０により
近赤外線または可視光の照明視野を変化させることができ、光量ロスが少なく、いずれの
倍率であっても明るく均一な照明での標本観察が可能となる。また、光源２３，２４の負
荷が低減され、発熱の抑制や光源部２０の小型化も可能となる。また、照明部２１０を少
ない部材で簡易な構成で得ることができ、照明部２１０を小型化して結像性能に優れた顕
微鏡２００を得ることができる。なお、この第２の実施形態においても、光源２３，２４
に、２次光源として光ファイバを用いてもよい。この場合も、光量のロスが少ないので、
１次光源や光ファイバを含めた光源部２０の規模を小さくすることができ、照明部２１０
や顕微鏡２００の小型化を図ることができる。
【００３８】
　なお、第２の実施形態では、点灯する光源に対応して偏向部２３０を回転可能としてい
るが、光源部２０と偏向部２３０とを相対的に移動（回転）させればよいので、他の異な
る実施形態として、偏向部２３０を固定し、光源部２０を回転可能に構成してもよい。こ
のように光源部２０を回転させて、所望のレンズ２３３，２３５に対向する位置に所望の
光源を２３，２４を配置させることにより、照明光の波長及び照明視野の切り替えを容易
に行うことができる（以降の実施形態においても同様である）。
【００３９】
　また、広い観察視野での観察においては、広視野用レンズ２３５に拡散板を組み合わせ
ることにより、照明光の拡散効果が向上し、より広い面積の照明視野を得ることができる
ため、より低い倍率においても優れた結像性能を得ることができる。この場合、物体面Ｏ
側から順に、拡散板、広視野用レンズ２３５、及び、光源２３，２４を配置するのが好ま
しい。
【００４０】
（第３の実施形態）
　次に、図５及び図６を参照して、第３の実施形態に係る照明装置を備えた顕微鏡につい
て説明する。図５に示すように、この顕微鏡３００の基本構成は、照明視野を変化させる
偏向部３３０のレンズ構成を変えたこと以外は、第２の実施形態と同様の構成を有してお
り、波長の異なる照明光を物体面Ｏに照射するための照明部３１０と、物体面Ｏからの観
察光を集光して像面Ｉに結像させる結像光学系４０ａを有する結像部４０と、から構成さ
れる。ここで、照明部３１０は、波長の異なる２種類の照明光を放射する光源部３２０と
、この光源部３２０からの照明光の照明視野を結像部４０の倍率変化に対応して変化させ
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て物体面Ｏに照射する偏向部３３０とから構成される。また、結像部４０は、上述の第１
の実施形態と同一構成である。なお、第１の実施形態と同一の部材には、第１の実施形態
と同一の符号を付している。
【００４１】
　この第３の実施形態において、光源部３２０は、図６（ｂ）に示すように、結像部４０
を挿通する挿通孔３２１が中央に形成された円筒状の基部３２２に、近赤外線用光源３２
３及び可視光用光源３２４の組を円周方向に略等間隔で交互に３組配置して構成されてい
る。この光源部３２０の構成は組数が異なる以外は第１の実施形態と同様であるため詳細
な説明は省略する。
【００４２】
　また、偏向部３３０は、図６（ａ）に示すように、結像部４０を挿通する挿通孔３３１
が中央に形成された円筒状の本体３３２内に、光学部材として、狭視野用（高倍用）レン
ズ３３３、中視野用（中倍用）レンズ３３４及び広視野用（低倍用）レンズ３３５からな
る一組のレンズを、円周方向に略等間隔で３組設けている。この構成により、本体３３２
には、３つの狭視野用レンズ３３３が光源３２３（３２４）の配置間隔と略同一間隔で円
周方向に配置され、この狭視野用レンズ３３３から円周方向に４０°ずれた位置に、３つ
の中視野用レンズ３３４が光源３２３（３２４）と略同一間隔で配置され、この中視野用
レンズ３３４から円周方向に４０°ずれた位置に、３つの広視野用レンズ３３５が光源３
２３（３２４）と略同一間隔で配置される。
【００４３】
　なお、前述の第２の実施形態では、狭視野用レンズ２３３と広視野用レンズ２３５とし
て焦点距離の異なる正レンズを用いることで、倍率変化に対応して照明視野を変化させて
いた。これに対して、この第３の実施形態では、狭視野用レンズ３３３、中視野用レンズ
３３４及び広視野用レンズ３３５として同一の正レンズを用い、各レンズ３３３～３３５
を光軸方向において異なる位置に配置することで、各正レンズ３３３～３３５と光源３２
３（３２４）との距離を変えることにより、結像部４０での倍率変化に対応して照明視野
を変化させている。具体的には、図５（ａ）～図５（ｃ）に示すように、物体面Ｏに近い
方から、狭視野用レンズ３３３、中視野用レンズ３３４、及び、広視野用レンズ３３５を
配置している。すなわち、中視野用レンズ３３４と光源３２３（３２４）との距離を基準
に、狭視野用レンズ３３３は光源３２３（３２４）から離れ、広視野用レンズ３３５は近
づくように配置されている。
【００４４】
　このような構成の第３の実施形態に係る顕微鏡３００において、近赤外線を用いて、低
倍端と高倍端との間の中間倍率で標本の観察を行う場合には、偏向部３３０を回転させて
、図５（ｂ）に示すように、近赤外用光源３２３に対向する位置に中視野用レンズ３３４
を配置し、近赤外線用光源３２３を点灯する。近赤外線用光源３２３からの照明光は、こ
の中視野用レンズ３３４に集光されて、物体面Ｏ上の、結像光学系４０ａの光軸を含む範
囲に照射される。これに対し、高倍端側の倍率で標本の拡大観察を行う場合は、偏向部３
３０を回転させて、図５（ａ）に示すように、近赤外線用光源３２３に対向する位置に狭
視野用レンズ３３３を配置する。このときも、近赤外線用光源３２３からの照明光は、こ
の狭視野用レンズ３３３に集光されて、物体面Ｏ上の、結像光学系４０ａの光軸を含む範
囲に照射されるが、この狭視野用レンズ３３３は近赤外線用光源３２３との距離が長いた
め、中視野用レンズ３３４に比べて物体面Ｏ上の狭い範囲が照明される。反対に、低倍端
側で標本の全体観察を行う場合には、偏向部３３０を回転させて、図５（ｃ）に示すよう
に、近赤外線用光源３２３に対向する位置に広視野用レンズ３３５を配置する。この広視
野用レンズ３３５は、近赤外線用光源３２３との距離が最も短いため、中視野用レンズ３
３４に比べて物体面Ｏ上の広い範囲が照明される。
【００４５】
　また、近赤外線による観察と同様に、可視光を用いて拡大観察または全体観察を行う場
合は、偏向部３３０の回転により、可視光用光源３２４に対向する位置に、狭視野用レン
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ズ３３３、中視野用レンズ３３４若しくは広視野用レンズ３３５を配置し、可視光用光源
３２４を点灯することで、可視光による観察が可能となる。
【００４６】
　このように、近赤外線及び可視光の違いにかかわらず、低倍率、中倍率、高倍率の何れ
の倍率での観察に際しても、その観察視野の広狭に対応させて照明視野の広狭を変化させ
ることができるため、光量ロスを少なくして、照明部３１０及び顕微鏡３００の小型化や
発熱抑制を図ることができる。また、物体面Ｏに対しては、光軸を中心とする３つの方向
から照明されるため、この物体面Ｏに対して照明光を均一に照射することができる。
【００４７】
（第４の実施形態）
　最後に、図７及び図８を参照して、第４の実施形態に係る照明装置を備えた顕微鏡につ
いて説明する。図７及び図８に示すように、この第４の実施形態に係る顕微鏡４００の基
本構成は、光源４２３，４２４を光軸方向に移動可能としたこと以外は、第１の実施形態
と同様の構成を有しており、波長の異なる照明光を物体面Ｏに照明するための照明部４１
０と、物体面Ｏからの観察光を集光して像面Ｉに結像させる結像部４０とを有して構成さ
れる。ここで、照明部４１０は、照明光を放射する光源部４２０と、この光源部４２０か
らの照明光の照明視野を結像部４０の倍率変化に対応して変化させて物体面Ｏに照射する
偏向部３０とから構成される。また、結像部４０は、上述の第１の実施形態と同一構成で
ある。なお、第１の実施形態と同一の部材には、第１の実施形態と同一の符号を付してい
る。
【００４８】
　この第４の実施形態において、光源部４２０は、第１の実施形態と同様の構成であり、
図８（ｂ）に示すように、結像部４０を挿通する挿通孔が中央に形成された円筒状の基部
４２２に、近赤外線用光源４２３及び可視光用光源４２４の組を、円周方向に略等間隔で
４組配置して構成されている。
【００４９】
　また、偏向部３０は、第１の実施形態と同様の構成であり、図８（ａ）に示すように、
結像部４０を挿通する挿通孔３１が中央に形成された円筒状の本体３２内に、光学部材と
して、近赤外線用光源４２３からの照明光を集光する近赤外線用レンズ３３と、可視光用
光源４２４からの照明光を集光する可視光用レンズ３４とからなる一組のレンズを、円周
方向に略等間隔で４組設けて構成している。また、本実施形態でも、第１の実施形態と同
様に、近赤外線用レンズ３３及び可視光用レンズ３４として、同一形状及び同一材料で形
成された正レンズを使用しているが、波長によりレンズの透過率等が異なることを考慮し
て、各波長に好適な曲率半径や材料で形成された異なるレンズを使用してもよい。
【００５０】
　この第４の実施形態では、偏向部３０に対して、光源４２３，４２４が光軸方向に移動
可能に構成されており、近赤外線により標本を観察する場合は、近赤外線用光源４２３を
点灯させ、可視光により標本を観察する場合は、可視光用光源４２４を点灯させて観察を
行う。すなわち、近赤外線により観察する場合を例に説明すると、標本の拡大観察を行う
場合は、図７（ａ）に示すように、近赤外線用光源４２３を像面Ｉ側に移動させて、近赤
外線用レンズ３３との距離を長くすることにより、物体面Ｏ上の照明領域を狭くする。反
対に、標本の全体観察を行う場合には、図７（ｂ）に示すように、近赤外線用光源４２３
を物体面Ｏ側に移動させて、近赤外線用レンズ３３との距離を短くすることにより、物体
面Ｏ上の照明領域を広くする。可視光により観察する場合も同様である。このように、結
像部４０の倍率により、その観察視野の広狭に対応させて照明視野の広狭を変化させるこ
とができるため、光量ロスを少なくして、照明部４１０及び顕微鏡４００の小型化や発熱
抑制を図ることができる。また、物体面Ｏに対しては、光軸を中心とする４つの方向から
照明されるため、この物体面Ｏに対して照明光を均一に照射することができる。なお、結
像部４０の倍率変化に応じて光源４２３（４２４）の位置を連続的に変化させることがで
きるように構成すると、どの倍率においても照明視野と観察視野とを略一致させることが
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できるため、光量ロスを極力減らすことができる。もちろん、上述の第２又は第３実施例
のように、光源４２３（４２４）の位置を、低倍時及び高倍時や、低倍時、中倍時及び高
倍時のように、有限段に設定することも可能である。
【００５１】
　なお、この第４の実施形態では、光源４２３，４２４が基盤４２２内を移動する構成と
しているが、光源４２３，４２４を基盤４２２に固定し、光源部４２０全体が光軸上を移
動する構成とすることで、光源４２３，４２４とレンズ４３３，４３４との距離を変化さ
せてもよい。または、光源４２３，４２４及び光源部４２０は固定し、偏向部４３０が光
軸上を移動するように構成してもよい。
【００５２】
　このような構成の第４の実施形態の顕微鏡４００によると、何れの倍率での観察に際し
ても、光強度の高い近赤外線又は可視光を物体面Ｏに均一に照射することができ、優れた
結像性能を得ることができる。また、光量ロスも少なく、照明部４１０及び顕微鏡４００
の小型化や発熱抑制を図ることができる。
【符号の説明】
【００５３】
１００，２００，３００，４００　顕微鏡（光学装置）
１０，２１０，３１０，４１０　照明部（照明装置）
２０，３２０，４２０　光源部
２３，３２３，４２３　近赤外線用光源
２４，３２４，４２４　可視光用光源
３０，２３０，３３０　偏向部
３３，４３３　近赤外線用レンズ　　３４，４３４　可視光用レンズ
２３３，３３３　狭視野用レンズ
３３４　中視野用レンズ
２３５，３３５　広視野用レンズ
４０　結像部　　４０ａ　結像光学系
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